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【公共施設等総合管理計画の記載にあたっての前提】 

① 端数処理について 

本計画で取り扱う数値は、単位未満を四捨五入の端数処理することを基本としていま

す。このため、各数値の合計が表記される合計欄の数値と一致しない場合があります。 

② 調査時点と年度表記について 

本計画に掲載する数値は、令和 6(2024)年度を基本としています。それ以外の時点の

情報を利用する場合は、その旨を注記しています。 

③ ％（パーセント）表記について 

「％（パーセント）」表記は小数第 2位を四捨五入しているため、合計値が「100％」

にならない場合があります。 
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公共施設等総合管理計画について 

１）公共施設等総合管理計画の策定の背景 

我が国において公共施設等の老朽化対策が大きな課題です。これを受けて、国も地方公共団体に

対して、公共施設等の総合的かつ計画的な管理を推進するため、「公共施設等総合管理計画」の策定

に取り組むことを要請しています。 

また、個別施設計画の策定や公共施設等総合管理計画の推進を踏まえ、令和 5(2023)年 10 月

に「公共施設等総合管理計画の策定等に関する指針」が改訂され、公共施設等総合管理計画の充実

を図ることが求められています。本町では平成 29(2017)年 3月に「遊佐町公共施設等総合管理

計画」を策定しましたが、計画期間の経過や公共施設等を取り巻く環境の変化、指針改定などを踏

まえ、本計画を第２期として策定いたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）公共施設等総合管理計画の目的 

公共施設等総合管理計画は、厳しい財政状況が続く中で、今後人口減少などにより公共施設等の

利用需要が変化していくことが予想されることを踏まえ、公共施設等の全体の状況を把握し、長期

的な視点をもって、更新・統廃合・長寿命化などを計画的に行うことを目的とした計画です。 

公共施設等総合管理計画で示された方針に基づき、今後、個別施設計画の策定を進めていくなど、

公共施設等の総合的なマネジメントを実施していきます。 

 

３）計画期間 

令和 8(2026)年度から令和 1７(2035)年度までの 10 年間とします。 

 

４）対象とする公共施設等 

本町は、町役場などの庁舎、義務教育施設である小中学校、まちづくりセンターや体育館などの

文化施設やスポーツ施設、町営住宅など多岐に渡る施設を保有しています。また、道路・橋梁・上

下水道施設などのインフラを保有しています。本計画において対象とする公共施設等は、町で所有

する全ての公共施設およびインフラとします。  

遊佐町公共施設等総合管理計画 

インフラ 

長寿命化 

基本計画 

［国］ 

公共施設 

学
校
施
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公
営
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道
路
・
橋
梁 

上
水
道 

下
水
道 

インフラ施設 

反映・見直し 

＜個別計画＞ 

長寿命化計画、 

保全計画等 

＜行動計画＞ 

＜基本計画＞ 
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５）関連計画との整合性 

本計画に関連する本町の計画は、主に以下の計画があります。 

 計画名称 主な記載内容 

 

遊佐町総合発展計画 
まちづくりの指針となる最上位計画。総合戦略を一体

的に策定。 

 

遊佐町 

人口ビジョン 

町の人口を分析するとともに、町が目指すべき将来展

望を示したもの。交流人口の増加や人口流出の抑制、

流入人口の増加など人口減少に歯止めをかけるための

取組みを推進することとしている。 

個
別
施
設
計
画 

遊佐町学校施設長寿命化計画 
学校施設の維持管理・更新等の具体的な対策の内容や実施

時期などを定めた個別施設ごとの長寿命化計画。 

遊佐町 

町営住宅等長寿命化計画 

町営住宅等ストックの状況を把握し、予防保全的な観点か

ら修繕や改善について定めた計画。 

遊佐町消防・防災資機材庫に係る

個別施設計画 

消防・防災資機材庫の維持管理・更新等の具体的な対策の

内容や実施時期などを定めた個別施設ごとの長寿命化計

画。 

遊佐町橋梁個別施設計画 
橋梁の維持管理・更新等の具体的な対策の内容や実施時期

などを定めた個別施設ごとの長寿命化計画。 

トンネル長寿命化計画 
トンネルの長寿命化のため、点検・調査・措置につい

ての計画。 
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第１章 遊佐町の概要 

１ 町の概況 

遊佐町は山形県の最北西部に位置し、南は酒田市、北は秋田県にかほ市と隣接しています。東は

出羽丘陵に囲まれ、西は庄内砂丘と日本海に臨んでいます。 

町の中央部には肥沃な庄内平野が広がり、鳥海山と日本海に囲まれた自然豊かな景観が自慢の町

です。 

また、町のほぼ中央を、鳥海山を源とする月光川がゆったりと流れ、湧水のみを水源とする牛渡

川など様々な川が月光川と合流しながら日本海にそそぎこんでいます。庄内砂丘に続く北部海岸線

には溶岩が流れ込んだ岩礁があり、海水浴や釣りを楽しむ人々で賑わいます。海岸線の黒松の砂防

林は鶴岡市まで続いています。 

図 1-1 本町の地図および地域区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4 章で記載している地域名称は、地図上の蕨岡地区、遊佐地区、稲川地区、西遊佐地区、高瀬

地区、吹浦地区の６つの地区の区分けによるものです。なお、鳥海山の山頂にある施設は、便宜上

吹浦地区として整理しています。  
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２ 公共施設等の状況 

（１）公共施設の概況 

① 公共施設の一覧 

本町が保有する公共施設は 151 施設、総延床面積 90,471 ㎡（令和 6(2024)年度末時点）で

す。令和 3年に新庁舎が建設、令和５年度に小学校の統廃合が行われています。また小学校の統廃

合に伴い、旧小学校の体育館の一般利用や学童保育の整備が行われています。 

表 1-1 対象施設の一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※対象施設一覧の分類は、総務省更新費用試算ソフト内の用途分類を参考に設定しました。 

※複合施設の場合は、それぞれの分類毎に施設数を計上しています。 

※統廃合に伴い、R6 時点で小学校として利用されているのは１校のみですが、旧小学校も小学校に分類しています。 

  

施設数
延床面積

(㎡)
施設数

延床面積

(㎡)
施設数

延床面積

(㎡)
施設数

延床面積

(㎡)

まちづくりセンター 6 3,965 6 4,693 6 4,693 0 728

生涯学習センター 1 2,964 1 2,964 1 2,964 0 0

研修センター 1 227 1 227 1 227 0 0

図書館 図書館 1 958 1 958 1 958 0 0

博物館等 博物館等 4 7,726 4 7,726 4 7,726 0 0

体育館 3 5,975 3 5,975 7 10,346 4 4,371

屋外運動場 3 540 3 540 3 540 0 0

キャンプ場等 3 1,445 3 1,445 3 1,445 0 0

観光施設等 9 13,426 9 13,426 9 13,426 0 0

産業系施設 産業系施設 産業施設 2 1,076 2 1,076 2 1,076 0 0

小学校 5 22,824 5 22,824 5 17,958 0 ▲ 4,866

中学校 1 12,910 1 12,910 1 12,910 0 0

幼保・こども園 保育所 3 2,174 3 2,174 3 2,174 0 0

子どもセンター 1 691 1 691 1 691 0 0

学童保育 1 112 1 112 5 1,008 4 896

庁舎等 庁舎 1 3,976 1 3,976 3 4,548 2 572

その他行政系施設 資機材倉庫 77 1,836 74 2,032 74 2,050 ▲ 3 214

公営住宅 公営住宅 公営住宅 3 1,705 3 1,705 3 1,717 0 12

公園 公園 公園 6 476 6 476 6 476 0 0

供給処理施設 供給処理施設 供給処理施設 1 179 1 179 1 179 0 0

斎場 1 371 1 371 1 371 0 0

公衆便所 4 176 4 183 4 183 0 7

普通財産 4 1,054 5 1,539 5 1,750 1 696

その他 1 77 2 1,054 2 1,054 1 977

合計 142 86,863 141 86,863 151 90,471 9 3,608

学校教育系施設

行政系施設

その他 その他

子育て支援施設
幼児・児童施設

H27とR6との差分

大分類 中分類 小分類

H27 R2 R6

学校

集会施設

スポーツ施設

レクリエーション

施設・観光施設

町民文化系施設

社会教育系施設

スポーツ・

レクリエーション

系施設
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② 公共施設（行政財産1）の県内自治体比較 

図 1-2 人口と延床面積の県内自治体比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※本グラフは、山形県内の市町村のうち町について、行政財産建物延床面積と人口の関係を比較しています。黄色

の直線は、対象団体の人口と施設面積から算出した最小二乗法直線2を示しており、この直線より上方に位置する

団体は、人口規模に対して施設総量(総床面積)が多い傾向にあると言えます。 

※縦軸は、令和 5 年度公共施設状況調査調経年比較表（総務省）によるものです。 

 横軸は、令和 2 年国勢調査（総務省統計局）によるものです。 

 縦軸と横軸で年度が異なりますが、それぞれ国から公表されている最新の調査結果を利用しています。 

 

山形県内の町との比較により統計的に算出すると、本町の人口における平均的な延床面積は

78,288 ㎡程度です。令和 5(2023)年度における本町の行政財産建物延床面積は 80,205 ㎡であ

り、本町の人口における平均的な延床面積と比べるとほぼ平均ですが約 1,900 ㎡（2.5%）多い状

況です。 

        

 
1 行政財産とは、公用又は公共用に供し、又は供することと決定した財産のことです。 
2 最小二乗法直線とは、各データの中心を通る「いちばんバランスのよい」直線です。データ全体の傾向を表すた

めによく使われます。なお、ここでの最小二乗法直線は比較対象とした自治体群における平均的な傾向を示すも

のであり、直線より上方に位置することが直ちに施設量の過剰や不適正を意味するものではありません。 
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町民

文化系

施設

8.7% 社会教育

系施設

9.6%

スポーツ・レクリエー

ション系施設

28.4%

産業系施設

1.2%

学校教育系施設

34.1%

子育て支援施設

4.4%

行政系

施設

7.3%

公営住宅

1.9%

公園

0.5%
供給処理施設

0.2% その他

3.7%

③ 公共施設の設置状況 

図 1-3 大分類別の延床面積割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公共施設の延床面積は、学校教育系施設が最も多くおよそ３割を占めており、2番目に多いのは

スポーツ・レクリエーション系施設となっています。 

図 1-4 大分類別の建築年度別延床面積の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※昭和 40(1965)年より前に建築された建物は昭和 40 年に集約しています。 

 

本町の公共施設の整備状況を建築年度別に延床面積でみると、1960年代と 1990 年～2000

年代にかけて集中して建てられています。建築から 30 年以上経過している建物は令和 6(2024)

年現在 48％ですが、10 年後には 75％を超えることとなり、老朽化対策等を計画的に進めていく

必要があります。 
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④ 公共施設のコスト状況 

表 1-2 大分類別の行政コスト計算書（令和 6 年度） 

（単位：百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※円単位で集計し四捨五入の端数処理をしていますので合計が合わない場合があります。 

※コスト＝ 維持管理費＋事業運営費 

※フルコスト＝維持管理費＋事業運営費＋減価償却費 

※ネットコスト＝（維持管理費＋事業運営費＋減価償却費）－収入 

 

表 1-2は、大分類別の行政コスト（コスト・フルコスト・ネットコスト）を一覧化したものです。 

フルコストは、修繕費や光熱水費、人件費など施設の運営全般に要する費用に、公共施設の取得

に要した費用（減価償却費）を加えたものです。一方、ネットコストは、このフルコストから収入

（利用料等）を差し引いた金額のため、公共施設に関する財政負担額を意味します。フルコストが

高くても、受益者負担として使用料等の収入がある場合には、ネットコストは低くなります。 

令和 6(2024)年度の公共施設全体のネットコストは 18.1 億円です。大分類別で見ると、ネッ

トコストが最も高いのが学校教育系施設の6.2億円で、次に町民文化系施設の3.3億円が続きます。 

 

  

大分類名
維持

管理費

事業

運営費
コスト

減価

償却費
フルコスト 収入

ネット

コスト

町民文化系施設 194 112 305 26 331 1 330

社会教育系施設 13 14 26 0 27 1 25

スポーツ・

レクリエーション系施設
165 41 206 99 305 0 305

産業系施設 6 3 8 9 17 0 17

学校教育系施設 139 319 457 186 643 23 621

子育て支援施設 29 277 306 16 323 23 300

行政系施設 23 28 51 68 119 1 119

公営住宅 50 6 56 3 59 19 40

公園 5 8 13 1 15 0 15

供給処理施設 3 3 5 1 7 0 7

その他 20 7 27 8 35 4 31

合計 645 817 1,462 419 1,881 71 1,809
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（２）公営企業3の施設 

① 水道事業 

表 1-3 上水道施設の一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水道事業では、ポンプ場や配水場など 26施設、1,858 ㎡を有しています。平成 29(2017)

年度より簡易水道を上水道に統合しています。 

  

 
3 公営企業とは、地域住民の生活や地域の発展に不可欠なサービスを提供する様々な事業活動を行うために地域公

共団体が経営する企業のこと。 

区分 No 施設名称
延床面積

(㎡)

主要建物

建築年度

主要建物

構造

1 松山加圧ポンプ場 72 平成2年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ

2 松山配水場 81 平成3年度 ﾌﾟﾚｷｬｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ

3 上寺加圧ポンプ場 54 昭和55年度 鉄骨ｺﾝｸﾘｰﾄ

4 上寺配水池 53 平成30年度 SUSパネル

5 杉沢加圧ポンプ場 9 昭和62年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ

6 杉沢配水場 3 平成5年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ

7 西遊佐加圧ポンプ場 54 平成2年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ

8 西遊佐配水場 18 平成2年度 ﾌﾟﾚｷｬｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ

9 大楯浄水場 572 平成3年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ

10 大楯第４取水場 6 昭和50年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ

11 大楯第６取水場 9 平成2年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ

12 大楯第７取水場 21 平成20年度 木造

13 当山加圧ポンプ場 6 昭和62年度 ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ

14 平津配水場 479 平成29年度 ﾌﾟﾚｷｬｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ

15 吹浦浄水場 111 昭和53年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ

16 吹浦第１取水場 23 昭和31年度 木造

17 吹浦第１配水場 42 平成25年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ

18 吹浦第２配水場 45 昭和61年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ

19 吹浦第６取水場 11 平成21年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ

20 落伏配水場 23 平成9年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ

21 落伏取水場 19 平成8年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ

22 白井新田加圧ポンプ場 13 昭和52年度 ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ

23 白井新田配水場 4 昭和53年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ

24 広野減圧漕 6 昭和62年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ

25 広野配水場 27 昭和63年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ

26 直世配水地 97 平成27年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ

合計 1,858

水道事業
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② 下水道事業 

表 1-4 下水道施設の一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公共下水道では、浄化センター511 ㎡を有しています。 

地域集落排水では、排水施設など 5施設、698 ㎡を有しています。 

 

  

区分 No 施設名称
延床面積

(㎡)

主要建物

建築年度

主要建物

構造

公共下水道 1 遊佐浄化センター 511 平成7年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ

小計 511

1 杉沢地区農業集落排水処理施設 235 平成13年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ

2 直世地区農業集落排水施設 134 平成9年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ

3 藤井地区農業集落排水施設 97 平成17年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ

4 比子下モ山簡易排水施設 70 平成6年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ

5 豊岡地区農業集落排水施設 162 平成6年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ

小計 698

合計 1,209

地域集落排水
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（３）インフラの状況 

本町が管理するインフラ（道路、橋梁、上水道、下水道）の各総量は以下の通りです。 

表 1-5 インフラ施設一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道路は町道の実延長が 249,788m、林道の実延長が 56,738m、農道の実延長が 153,965m

です。 

橋梁は 115 橋で、総面積が 9,182㎡です。 

上水道は導水管・送水管・排水管合わせて 215,604m です。 

下水道は公共下水道の管渠合計が 137,880m、地域集落排水の管渠合計が 21,694 m です。 

 

 

  

種別
H27(2015)年度

数量

R2(2020)年度

数量

R6(2024)年度

数量
単位

1級町道 44,637 44,631 44,430 m

2級町道 43,395 43,395 43,361 m

その他町道 159,785 160,371 161,997 m

計 247,817 248,397 249,788 m

2級林道 34,507 34,507 34,507 m

その他林道 22,231 22,231 22,231 m

計 56,738 56,738 56,738 m

農道 計 153,965 153,965 153,965 m

458,520 459,100 460,491 m

PC橋 4,986 4,187 4,482 m2

RC橋 2,988 2,783 2,670 m
2

鋼橋 2,091 1,705 1,705 m2

その他 442 325 325 m2

計 10,508 9,000 9,182 m
2

導水管 5,709 4,917 4,917 m

送水管 5,734 6,436 6,436 m

配水管 207,424 205,770 204,251 m

計 218,867 217,123 215,604 m

管径250mm未満 115,181 124,022 124,707 m

管径250～

500mm未満
12,660 12,692 12,692 m

管径500～

1000mm未満
481 481 481 m

計 128,321 137,194 137,880 m

管径250mm未満 21,662 21,662 21,662 m

管径250～

500mm未満
32 32 32 m

計 21,694 21,694 21,694 m

下水道

公共

下水道

地域

集落排水

上水道

分類

町道

林道

橋梁

道路

合計
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３ 人口動向 

本町の人口は令和２(2020)年時点で 13,032 人（国勢調査）となっており、10 年間で 2,500

人程度減少しています。 

人口ビジョンによる本町の目標は令和 42(2060)年の人口約 6,700 人維持ですが、人口減少に

伴い公共施設の保有量が過剰になることや、少子高齢化に伴う町民ニーズの変化が進んでいること

から、本町の人口動態に即した公共施設の見直しが急務となっています。 

図 1-5 本町全体の人口推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：2020 年までは総務省「国勢調査」のデータに基づく実績値、2030 年以降は「遊佐町人口ビジョン（令和

7 年 3 月改定）」の将来展望より。 
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４ 財政の現況と課題 

（１）歳入 

図 1-6 普通会計歳入の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 6(2024)年度の普通会計の歳入は約 117 億円です。その内訳は、地方交付税が約 41 億円

と最も多く3割を占め、次いでその他特定財源が約34億円、地方税が約13億円となっています。 

歳入の推移をみると、令和２(2020)年度以降は 100 億円を超えています。これは新型コロナウ

イルス感染症対策や物価高騰対応により、国庫支出金が増えていることなどが原因です。令和 6年

度は、7 月に発生した大雨災害によって国庫支出金が増加したことも要因です。令和元(2019)年

度から令和 3(2021)年度までは、新庁舎建設の影響で地方債が増えています。 
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（２）歳出 

図 1-7 普通会計歳出の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 6(2024)年度の普通会計の歳出は約 107 億円です。その内訳は、補助費等が約 24億円で

最も多く、次いで物件費が約 16億円、人件費が約 15 億円となっており、前回計画改訂時の令和

２年度と比較して増加傾向にあります。 

投資的経費4は、年度によって差があります。令和 2(2020)年度及び令和 3(2021)年度は新庁

舎建設のため増加し、令和 6 年度は高瀬まちづくりセンターの移転改修工事費用や、令和６年７月

に発生した大雨災害の復旧費用により大きくなっています。 

  

 
4 投資的経費とは、学校や公園、道路などの建設や備品の購入などの社会資本の整備のための経費で、その経費の

支出の効果が単年度または短期的に終わらず、固定的な資本の形成に向けられるものです。 
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（３）有形固定資産減価償却率5の推移 

図 1-8 有形固定資産減価償却率の推移 

     （単位：千円） 

  令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

減価償却累計額 35,335,137  36,423,529  37,161,028  38,405,520  39,647,704  

有形固定資産（償却資産）額 57,227,501  57,404,859  59,241,879  59,666,369  60,160,506  

未償却残高 21,892,364  20,981,330  22,080,851  21,260,849  20,512,802  

有形固定資産減価償却率 61.7% 63.5% 62.7% 64.4% 65.9% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 5(2023)年度の所有資産全体の有形固定資産（償却資産）額、約 602 億円のうち、減価償

却累計額が約 396億円で、有形固定資産減価償却率は 65.9％となっています。 

令和 3(2021)年度には本庁舎の新設があったため、有形固定資産減価償却率が下がりましたが、

年々少しずつ増えています。 

  

 
5 有形固定資産のうち、償却資産の取得価額等に対する減価償却累計額の割合を算出することにより、耐用年数に

対して資産の取得からどの程度経過しているのかを全体として把握することが可能となる指標です。ただし、全

体の大まかな傾向を把握するのに有効ですが、この指標は耐用年数省令による耐用年数に基づいて算出されてお

り、長寿命化の取組の成果を精緻に反映するものではないため、比率が高いことが、直ちに公共施設等の建替え

の必要性や将来の追加的な財政負担の発生を示しているものではないことに留意が必要です。 
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図 1-9 分類別の有形固定資産減価償却率（令和 5年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分類6別に有形固定資産減価償却率の状況を見ると、令和 5(2023)年度においては港湾・漁港、

保育所、体育施設において 80％を超えており、老朽化が進んでいる傾向にあることが把握できま

す。減価償却率が最も低いのは庁舎で 11.2％です。 

 

 

  

 
6 第１章の対象施設の一覧の分類とは異なります。 
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第２章 公共施設等の将来の見通し 

１ 更新費用の試算条件 

 

【試算条件または積み上げ元情報】 

【建築物】 

（A）従来手法 

公共施設「公共施設等総合管理計画」従来型の更新費用を使用。 

積残：試算開始時点で、既に建物の更新時期（大規模改修・建替え時期）を過ぎているが、更新さ

れずに残されている建物分の更新費用。 

【積残建替】建替の更新年度が試算開始以前である場合 

【積残大規模改修】大規模改修の更新年度が試算開始以前である場合（ただし、およそ耐用年数

の 80%に相当する期間を経過している建物については、大規模改修は実施せずに建替えするも

のとし、大規模改修についての費用計上は行わない。） 

※今後建設予定の物も試算に含んでいます 

（B）個別施設計画手法 

学校施設：「学校施設長寿命化計画」長寿命化型の維持・更新コストを使用。 

町営住宅：「町営住宅等長寿命化計画」計画修繕・改善事業の費用を使用（R31 以降計画後 LCC

を使用）。 

資機材倉庫：「消防・防災資機材庫に係る個別施設計画」対策費用を使用（R31 以降平均額を計上）。 

それ以外の施設：公共施設「公共施設等総合管理計画」従来型の更新費用を使用。 

※今後建設予定の施設も試算に含んでいます 

【インフラ】 

道路 公共施設等更新費用試算ソフト（一般財団法人 地域総合整備財団）による試算。 

トンネル 「遊佐町トンネル長寿命化修繕計画」の概算事業費を使用。 

橋梁 「橋梁個別施設計画」の事業費を使用。 

上水道 公共施設等更新費用試算ソフト（一般財団法人 地域総合整備財団）による試算。 

下水道 公共施設等更新費用試算ソフト（一般財団法人 地域総合整備財団）による試算。 
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２ 更新費用試算結果 

（１）公共施設の更新費用試算 

【A】本町が保有する一般会計の建築物を耐用年数経過後に同じ規模（延床面積）で更新したと

仮定した場合、30 年間で 546.4 億円（平均 18.2 億円/年）となります。 

【B】個別施設計画に基づき長寿命化等を実施した場合の更新費用は 30 年間で 446.1 億円（平

均 14.9 億円/年）となります。 

図 2-1 公共施設の更新費用試算【A】（従来手法） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2 公共施設の更新費用試算【B】（個別施設計画手法） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

総額 

４４６．１億円 

年平均 1４.9 億円 

各個別施設計画による 

長寿命化等を実施 

総額 

５４６．４億円 

年平均 1８.2 億円 
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（２）インフラの更新費用試算 

インフラの更新費用は、30 年間で道路・トンネルが 200.5 億円、橋梁が 20.8 億円、上水道が

203.2 億円、公共下水道が 56.8 億円、農業集落排水が 8.0 億円と見込まれています。合わせて

489.2 億円（平均 16.3 億円/年）となります。 

図 2-3 インフラの更新費用試算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

総額 

４８９．２億円 

年平均 1６．３億円 
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３ 歳入・歳出全体ベースでの財政推計 

（１）財政シミュレーション 

公共施設等の維持管理・修繕・更新等に係る中長期的な経費の見込額や、これらの経費に充当可

能な財源の見込額などを試算するにあたり、公共施設等の更新費用以外も含めた歳入・歳出全体の

財政シミュレーションを行いました。なお、令和 3(2021)年度から令和 6(2024)年度の決算額を

基礎とし、対象を普通会計7とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
7 普通会計とは、一般会計を中心とした会計のことで、地方公共団体の会計のうち公営事業会計を除く会計をいい

ます。公営事業会計には水道事業会計、下水道事業会計が含まれます。 

・地方税は生産年齢人口の減少に伴い減少させる。 

・地方交付税は人口推計の結果を考慮し減少させる。 

・国庫支出金・県支出金・町債のうち投資的経費に対応する部分は、歳出のシミュ

レーションにおける普通建設事業費と連動させる。 

【歳入の主な前提条件】 

・扶助費は対応する年代別にそれぞれの年代の人口増減に対応して増減を見込む。 

・公債費は歳入のシミュレーションで増加した公債についても反映させる。 

・公共施設等投資の前提は、個別施設計画等で算定した値を活用する。 

【歳出の主な前提条件】 
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財政シミュレーションの結果、歳入は地方交付税減少の影響等により、今後も減少が見込まれま

す。歳出も歳入と同様に、右肩下がりに減少することが見込まれますが、歳出額が歳入額を上回り、

財政的に厳しい状況となることが予想されます。 

図 2-4 歳入シミュレーション 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-5 歳出シミュレーション 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※歳入・歳出のシミュレーションは、公共施設等総合管理計画を策定するために実施するものであり、本町の財政

運営をこの推計どおりに行っていくことを示すものではありません。 

※シミュレーションの結果は、5 年毎の平均値を示しております。  
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（２）公共施設等の中長期的な経費の見込み 

財政シミュレーションの結果における投資的経費に、普通会計に属する建築物とインフラ施設（道

路、橋梁）の更新費用の見込みを反映するため、施設等関連費用（維持管理・修繕・更新等に係る

経費）に必要な金額と使用可能額を更新費用に連動した数値に置き換え算出します。 

【施設等関連費用の算出条件】 

項目 算出条件 

施設等関連費用に必要な金額 

財政シミュレーションにおける維持補修費と投資的経費の合計とします。投資的経費のうち普通

建設事業費は普通会計に属する公共施設・道路・橋梁の更新費用試算結果に置き換えます。ただ

し、公共施設・道路・橋梁以外に使用したものは実績年度の平均とします。 

施設等関連費用に使用可能な

金額 

実績年度における維持補修費、普通建設事業費の平均を基準として、歳入歳出全体での収支差額

を加味します。全体での収支差額がマイナスになると、使用可能な金額も減少します。 

 

図 2-6 公共施設等の維持管理・修繕・更新等の必要額と充当可能額の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※2025 年以降のシミュレーションの結果は、5 年毎の平均値を示しております。 

 

歳出・歳入シミュレーションの結果と更新費用の試算結果から、すべての公共施設等（上下水道

を除く）を維持・更新する場合、今後 30 年間で約 889 億円が必要となり、約 256億円が使用可

能であると見込まれるため、632億円（平均 21 億円/年）の更新財源不足が見込まれます。 
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【備考】

※　建築物：学校教育施設、文化施設、庁舎、病院等の建築物のうち、インフラ施設を除いたもの。

※　インフラ施設：道路、橋りょう、農道、林道、河川、港湾、漁港、公園、護岸、治山、上水道、下水道等及びそれらと一体となった建築物。

※　改修：公共施設等を直すこと。改修を行った後の効用が当初の効用を上回るものをいう。例えば、耐震改修、長寿命化改修など。転用も含む。

※　更新等：老朽化に伴い機能が低下した施設等を取り替え、同程度の機能に再整備すること。除却も含む。

※　維持管理・修繕：施設、設備、構造物等の機能の維持のために必要となる点検・調査、補修、修繕などをいう。なお、補修、修繕については、補修、修繕を
　　 行った後の効用が当初の効用を上回らないものをいう。例えば、法令に基づく法定点検や施設管理者の判断で自主的に行う点検、点検結果に基づく消耗
　　 部品の取替え等の軽微な作業、外壁コンクリートの亀裂の補修等を行うこと。

図 2-7 中長期的な維持管理・更新等に係る経費の見込み（10 年間） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公共施設等の維持管理・更新等に係る経費の見込み及び長寿命化対策等の効果額等を示していま

す。今後 10年間の経費の見込みは建築物の計が約 197 億円、インフラ施設の計が約 172 億円、

合わせて約 369 億円となっています。長寿命化対策等により 58億円近い削減が見込まれます。 

 

（単位：百万円）

維持管理・修繕

(①)
改修(②) 更新等(③)

合計(④)

(①+②+③)
財源見込み

耐用年経過時に

単純更新した

場合(⑤)

長寿命化対策等

の効果額

(④-⑤)

現在要している

経費

(過去3年平均)

建築物(a) 548 4,059 15,063 19,670 24,418 -4,748 564

インフラ施設(b) 698 － 6,676 7,374 8,424 -1,050 216

計(a+b) 1,246 4,059 21,739 27,044 32,842 -5,798 780

建築物(c) － － － － － －

インフラ施設(d) － － 9,822 9,822 9,822 －

計(c+d) － － 9,822 9,822 9,822 －

548 4,059 15,063 19,670 24,418 -4,748 564

698 16,498 17,196 18,246 -1,050 216

1,246 4,059 31,560 36,866 42,664 -5,798 780

建築物計(a+c)

インフラ施設計(b+d)

合計(a+b+c+d)

普通会計 12,348

公営事業

会計
－
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第３章 公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本的な方針 

１ 基本方針 

（１）人口減少を見据えた施設保有量の最適化 

昭和 55(1980)年に 20,412 人であった本町の人口は減少を続けており、令和 2(2020)年に

は 13,032 人まで減少しています。人口ビジョンによる本町の目標は、令和 42(2060)年の人口

約 6,700 人維持ですが、それでも令和２年と比べて約半分に減少することが見込まれています。

このような状況下では、現在ある施設を同一規模（延床面積）で更新すると、人口に比べて施設の

保有量が過大になることが予想されます。 

そのため、全庁的な取り組みとして、今後の財政状況や人口推移に見合った適切な施設保有量の

検討を行います。類似・重複した施設の集約化または複合化を進め、利用状況が低く、かつ老朽化

した施設から縮減するなどして、施設保有量の最適化を図ります。 

 

（２）町民ニーズの多様化等への対応 

人口構造や社会情勢の変化などによる町民ニーズの多様化、防災対応やユニバーサルデザイン化8の

推進、環境に配慮した取組など、時代の要請に対応するため、施設機能の必要性や今後のあり方につい

て分析・検討し、地域のニーズや利用状況等を考慮した公共施設の有効活用を行います。 

 

（３）公共施設の更新時期の平準化 

今後、数年間に集中して公共施設の更新時期を迎えますが、限られた予算の中では、短期間での大規

模な改修や更新等は困難であるため、更新時期の平準化を図ります。 

 

（４）計画保全的な維持管理の推進 

都市インフラ施設（道路、橋梁、上下水道等）をはじめとした今後も継続して使用する公共施設

については、不都合が生じてから修繕を行う「事後保全」の維持管理だけではなく、長期的な視点

で計画的な修繕を行う「予防保全」の考え方を取り入れ、定期的な点検や診断結果に基づく計画的

な保全を実施します。これにより、トータルコスト9を縮減させながら、公共施設等の長寿命化を図

ります。 

 

（５）民間活力を生かした取組の推進 

「民間でできることは民間で」という考え方のもと、民間企業などが持っているノウハウを積極

的に活用して、サービス水準を維持しながら、計画的かつ効率的な維持管理に努め、トータルコス

トの縮減を図ります。 

 

 
8 ユニバーサルデザイン化とは、文化・言語・国籍の違い、老若男女といった差異及び障害・能力の如何を問わず

に利用することができる施設・製品・情報の設計（デザイン）にしていくことをいいます。 
9 トータルコストとは、中長期にわたる一定期間に要する公共施設等の建設、維持管理、更新等に係る経費の合計

のことをいいます。 
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（６）基金の設立による財源対策 

予防保全の観点から適切なタイミングで修繕等を行うため、公共施設等総合管理基金を計画的に

積立・活用し、今後の維持管理修繕及び更新等の需要に備えます。 

 

２ 実施方針 

① 点検・診断等の実施方針 

法定定期点検に加え、日常の点検を定期的に実施するとともに、マニュアルを作成し、適切な点検・

診断を行います。また、点検・診断等の実施結果を情報として蓄積し、点検・診断等の実施状況を全庁

的に共有します。 

 

② 維持管理・修繕・更新等の実施方針 

保有施設等の計画的な点検や劣化診断を通じた維持管理、修繕を行うことで、トータルコストの縮減

を図ります。また、施設の重要度（利用状況、拠点機能の位置づけの有無等）や劣化状況に応じて長期

的な視点で優先度をつけて、計画的に改修・更新します。 

維持管理・修繕・更新等を合理的に進めるため、PPP10/PFI11など新しい技術や考え方を検討してい

きます。また、地域等への管理委託が可能な施設については、町の直営である必要性を考慮のうえ、地

域等への管理委託を検討します。 

施設に関する使用料負担が適切な水準となるよう、受益者負担の見直しを検討します。 

 

③ 安全確保の実施方針 

点検・診断の結果、危険性が高いと判断された保有施設については、リスク評価を行い、その対策を

取ることにより安全の確保を行います。老朽化等により供用廃止され、今後とも利用見込みのない町有

施設等については、取り壊し等を視野に入れた安全確保を行います。 

 

④ 耐震化の実施方針 

災害拠点かどうか、多数の住民の利用がある施設かどうかなどの視点から、耐震化の優先順位を検討

します。 

また、橋梁、上下水道をはじめとするインフラについても耐震化の検討を進めていきます。 

 

⑤ 長寿命化の実施方針 

施設劣化が進む前に計画的に点検や劣化診断（予防保全）を行うことで、施設の長寿命化を図ります。

そのために保有施設等の耐用年数到来年度（更新対応時期）を把握し、他施設と複合化することが可能

な施設など、優先順位の高い施設から長寿命化を実施していきます。なお、施設によって既に個別施設

計画が策定されている場合、個別の計画内容に基づく長寿命化を図ります。 

 

 
10 PPP とは、Public Private Partnership の略で、公共サービスの提供に民間が参画する手法を幅広く捉えた概

念であり、民間資本や民間のノウハウを利用し、効率化や公共サービスの向上を目指す手法をいいます。 
11 PFI とは、Public Finance Initiative の略で、公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力及

び技術的能力を活用することで、効率化やサービス向上を図る公共事業の手法をいいます。 
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⑥ ユニバーサルデザイン化の推進方針 

改修や建替え等を行う際には、利用するすべての人が使いやすく、わかりやすいデザインの採用を検

討します。 

 

⑦ 脱炭素化の推進方針 

「地方公共団体実行計画」に沿って、再生可能エネルギーの導入を進め、省エネルギーやCO2の削

減を進めていきます。町有施設の建設等にあたっては太陽光発電や木質バイオマス利用設備等といった

再生可能エネルギー等設備の率先導入を推進します。 

 

⑧ 統合や廃止の推進方針 

第２章３の財政シミュレーションの結果、今後30年間の公共施設等の維持管理・修繕・更新等に必

要な額（総額889億円）と、これに充当可能な金額（総額256億円）には、大きな開きが見込まれ

ます。 

財政シミュレーションは、現在ある公共施設を同一規模（延床面積）で更新すると仮定したものであ

り、更新費用の抑制には施設保有量の縮減が有効と考えられます。その際は、統廃合ありきではなく、

施設の必要性や利用状況、施設の老朽化の状況等も踏まえ、残すべき行政サービスの観点から、機能集

約等や複合化等による機能維持を図りながらの施設保有量の縮減を目指します。 

また、インフラについても、安全管理に努めつつ長寿命化を図り、更新費用の縮減を目指します。 
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No. 地域 施設名称 運営主体 複合施設
利用人数

（人）

ﾈｯﾄｺｽﾄ

【ﾌﾙｺｽﾄ－収入】

（千円）

延床面積

（㎡）

主要建物

建築年度

主要建物

構造

まちづくりセンター

1 蕨岡 蕨岡まちづくりセンター 管理委託 11,864 12,331 628 昭和 33年度 木造

2 遊佐 遊佐まちづくりセンター 管理委託 ● 8,113 11,723 904 昭和 46年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ

3 稲川 稲川まちづくりセンター 管理委託 20,891 11,918 681 平成 27年度 木造

4 西遊佐 西遊佐まちづくりセンター（新） 管理委託 10,485 15,670 884 平成 28年度 木造

5 高瀬 高瀬まちづくりセンター 管理委託 9,412 11,563 671 昭和 43年度 木造

6 吹浦 吹浦防災センター 管理委託 16,994 19,901 925 平成 28年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ

生涯学習センター

1 遊佐 遊佐町生涯学習センター 直営 ● 37,267 23,124 2,964 昭和 46年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ

研修センター

1 西遊佐 遊佐町勤労者研修センター 直営 215 3,334 227 平成 11年度 木造

合計 115,241 109,567 7,884

第４章 施設類型ごとの管理に関する基本的な方針 

本章に掲載する表の見方は次の通りです。基本的なデータは令和 6(2024)年度時点のものです。 

 

 

 

 

 

 

 

① 施設が存在する地域の名称です。 
② 施設の名称です。 
③ 施設の運営の形態です。 
④ 複合施設とは同一建物の中に複数の用途が存在する施設で、該当する施設に「●」を表示し

ています。 
⑤ 令和６年度に施設を利用した人数です。 
⑥ 令和６年度のネットコストを示しています。ネットコストはフルコストから収入を控除した

もので、発生コストの純額を表しています。 
フルコスト（維持管理費＋事業運営費＋減価償却費）－収入 

⑦ 施設の延床面積です。 
⑧ 施設内の主要建物（複数建物がある場合、主な機能を持つ建物）が建築された年度を表記し

ています。 
⑨ 施設内の主要建物の建築構造を表記しています。グラウンドや公園などの屋外施設の場合は、

施設内にある事務所やトイレ等の構造を表記しています。 
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【公共施設】 

１ 集会施設 

（１）施設一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）現状や課題に関する基本認識 

本町は、集会施設として、まちづくりセンターを 6 施設、生涯学習センターを 1施設、研修セン

ターを 1 施設保有しています。 

まちづくりセンターは、各地区に 1施設ずつ設置されています。「遊佐町まちづくりセンター改

築基本計画」に基づき、稲川まちづくりセンターは平成 27(2015)年度に、西遊佐まちづくりセン

ター、吹浦まちづくりセンターは平成 28(2016)年度に改築済みです。 

高瀬まちづくりセンターについては、旧小学校を利用した施設が令和７(2025)年度に開設し、

旧センターは解体、蕨岡まちづくりセンターについては旧小学校を利用した施設が令和８(2026)

年度に開設します。 

生涯学習センターは、遊佐まちづくりセンターとの複合施設ですが、昭和 46(1971)年度に建築

した施設であり、老朽化対策が課題となります。 

 

（３）管理に関する基本的な考え方 

定期点検や日常点検など、適切な維持管理に努めます。 

近年建築した施設では、計画的な修繕などの予防保全的な維持管理を行い、施設の長寿命化に努

めます。生涯学習センターについては、老朽化が進んでいるため、改築にかかる検討委員会を開催

してまいります。  

No. 地域 施設名称 運営主体 複合施設
利用人数

（人）

ﾈｯﾄｺｽﾄ

【ﾌﾙｺｽﾄ－収入】

（千円）

延床面積

（㎡）

主要建物

建築年度

主要建物

構造

まちづくりセンター

1 蕨岡 蕨岡まちづくりセンター 管理委託 5,081 13,499 628 昭和 33年度 木造

2 遊佐 遊佐まちづくりセンター 管理委託 ● 4,447 11,421 904 昭和 46年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ

3 稲川 稲川まちづくりセンター 管理委託 14,387 29,114 681 平成 27年度 木造

4 西遊佐 西遊佐まちづくりセンター（新） 管理委託 10,502 18,832 884 平成 28年度 木造

5 高瀬 高瀬まちづくりセンター 管理委託 5,715 171,402 671 昭和 43年度 木造

6 吹浦 吹浦防災センター 管理委託 8,895 22,178 925 平成 28年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ

生涯学習センター

1 遊佐 遊佐町生涯学習センター 直営 ● 26,966 62,808 2,964 昭和 46年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ

研修センター

1 西遊佐 遊佐町勤労者研修センター 直営 9 967 227 平成 11年度 木造

合計 76,002 330,221 7,884
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２ 図書館 

（１）施設一覧 

 

 

 

 

 

（２）現状や課題に関する基本認識 

図書館は、平成 3(1991)年に建築したものであり、既に法定耐用年数を経過しているため、今

後、老朽化対策に向けた長期的な整備計画が必要となります。 

なお、図書館は、平成 28(2016)年度から指定管理者制度を導入しています。 

 

（３）管理に関する基本的な考え方 

図書館は、指定管理者との連携体制を構築し、定期点検や日常点検など、適切な維持管理に努め

ます。 

平成 28(2016)年度より、指定管理者制度を導入していますが、今後も民間活力を活かした運営

手法により維持管理を行っていきます。  

No. 地域 施設名称 運営主体 複合施設
利用人数

（人）

ﾈｯﾄｺｽﾄ

【ﾌﾙｺｽﾄ－収入】

（千円）

延床面積

（㎡）

主要建物

建築年度

主要建物

構造

図書館

1 遊佐 遊佐町立図書館 指定管理者 21,609 1,066 958 平成 3年度 木造

合計 21,609 1,066 958
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３ 博物館等 

（１）施設一覧 

 

 

 

 

 

（２）現状や課題に関する基本認識 

旧青山本邸は、旧青山家住宅という国指定の文化財であり、保存管理計画に沿った維持管理が必

要です。 

その他の博物館等は、全体的に老朽化が進行しており、老朽化対策が課題となります。 

 

（３）管理に関する基本的な考え方 

旧青山本邸は、保存管理計画に沿った適切な維持管理を行っていきます。 

その他の博物館等は、定期的な点検等の適切な維持管理を行います。修繕や更新は、施設間の優

先順位や既存施設の利活用等を踏まえて検討していきます。 

  

No. 地域 施設名称 運営主体 複合施設
利用人数

（人）

ﾈｯﾄｺｽﾄ

【ﾌﾙｺｽﾄ－収入】

（千円）

延床面積

（㎡）

主要建物

建築年度

主要建物

構造

博物館等

1 蕨岡 杉沢文化交流施設 直営 229 2,692 450 平成 14年度 木造

2 旧青山本邸 直営 2,858 9,934 839 明治 32年度 木造

3 埋蔵文化財調査室（旧西遊佐小学校） 直営 ― 9,954 3,518 昭和 42年度 鉄骨ｺﾝｸﾘｰﾄ

4 高瀬 遊佐町歴史民俗学習館 直営 547 1,787 2,919 昭和 33年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ

合計 3,634 24,368 7,726

西遊佐
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４ スポーツ施設 

（１）施設一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）現状や課題に関する基本認識 

本町のスポーツ施設には、旧小学校の体育館が４施設、体育館が 3 施設、屋外運動場が 3施設あ

りますが、遊佐町農業者トレーニングセンターは、昭和 50(1975)年度に完成した施設であり、ア

スベスト使用が判明したため使用を中止しています。 

 

（３）管理に関する基本的な考え方 

誰でも運動・スポーツが手軽に安全に取り組めるように町民や利用団体のニーズを考慮しながら、

現在あるスポーツ施設等を計画的に改修・修繕していきます。また、現在実施している町立小中学

校体育館の一般利用について、今後も広く活用を進め、近隣自治体との連携によるスポーツ施設の

共同利用等も合わせて検討していきます。施設によっては安全面、利用状況、災害時避難箇所の位

置づけ等を考慮しながら、解体や跡地利用を検討していきます。 

指定管理者制度を導入している施設がありますが、指定管理者との連携体制を強化するとともに、

今後も民間活力を活かした維持管理を行っていきます。 

  

No. 地域 施設名称 運営主体 複合施設
利用人数

（人）

ﾈｯﾄｺｽﾄ

【ﾌﾙｺｽﾄ－収入】

（千円）

延床面積

（㎡）

主要建物

建築年度

主要建物

構造

体育館

1 遊佐町民体育館 指定管理者 34,978 22,191 3,954 昭和 54年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ

2 遊佐町農業者トレーニングセンター 指定管理者 0 600 1,046 昭和 50年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ

3 高瀬 菅里体育館 直営 1,201 2,026 974 昭和 34年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ

4 蕨岡 旧蕨岡小学校（体育館） 直営 5,567 3,621 969 平成 9年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ

5 稲川 旧藤崎小学校（体育館） 直営 4,940 3,919 1,207 昭和 56年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ

6 高瀬 旧高瀬小学校（体育館） 直営 6,501 2,593 1,040 平成 18年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ

7 吹浦 旧吹浦小学校（体育館） 直営 6,682 3,568 1,155 平成 19年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ

屋外運動場

1 遊佐 サン・スポーツランド遊佐 指定管理者 7,396 17,479 265 昭和 63年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ

2 稲川 遊佐町総合運動公園 直営 11,679 7,644 154 平成 26年度 木造

3 西遊佐 遊佐町民スポーツ広場 指定管理者 395 617 121 昭和 54年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ

合計 79,339 64,259 10,885

遊佐
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５ レクリエーション施設・観光施設 

（１）施設一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※建築年度が不明な施設の主要建物建築年度は、決算統計の作成を開始した昭和 44 年度と表記しています。 

（２）現状や課題に関する基本認識 

本町は、キャンプ場等を 3 施設、観光施設等を 9施設保有しています。 

施設や設備の中には、著しい老朽化箇所が見受けられるものもあり、経年劣化が進んでいる施設

や設備は、修繕等の老朽化対策が課題となります。 

利用者が少ない観光施設は利用者数を向上させる取り組みが必要です。 

遊佐町農林漁業体験実習館は、冬季間はスキーやそり遊び、スキースポーツ少年団の利用があり、

冬季間において町民が屋外スポーツに取り組むことができる貴重な施設となっています。 

新・道の駅鳥海は、令和 9(2027)年度の開業を目指して整備を進めています。開設までは、現

在の遊佐町総合交流促進施設は道の駅機能を有して運営していきます。 

（３）管理に関する基本的な考え方 

レクリエーション施設・観光施設は、本町の主要産業を支える重要な施設です。 

遊佐町農林漁業体験実習館については、指定管理者制度導入によりコスト削減に努めていますが、

今後も民間活力を活かした維持管理を行っていきます。 

遊佐町総合交流促進施設は、新・道の駅開設までは、定期点検や緊急度合いを考慮して修繕等を

行い、施設を維持していきます。新・道の駅開設後は、施設の在り方について検討が必要です。 

新・道の駅鳥海は、令和 9(2027)～令和 19(2037)の 10 年間、指定管理者による管理運営契

約を締結する予定です。 

大平山荘については、施設運用の方向性について検討を進めてまいります。  

No. 地域 施設名称 運営主体 複合施設
利用人数

（人）

ﾈｯﾄｺｽﾄ

【ﾌﾙｺｽﾄ－収入】

（千円）

延床面積

（㎡）

主要建物

建築年度

主要建物

構造

キャンプ場等

1 稲川 遊佐町十里塚サニタリーハウス 直営 0 7 48 平成 11年度 木造

2 西浜キャンプ場 指定管理者 9,306 16,793 1,233 昭和 59年度 木造

3 滝の小屋 直営 255 5,790 164 昭和 62年度 木造

観光施設等

1 四季の森「しらい自然館」 指定管理者 3,553 21,835 1,539 平成 17年度 木造

2 遊佐町農林漁業体験実習館 指定管理者 3,887 13,954 370 平成 10年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ

3 鳥海自然文化館　遊楽里 指定管理者 26,021 108,968 5,510 平成 10年度 鉄骨鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ

4 とりみ亭 指定管理者 20,809 13,169 189 平成 16年度 木造

5 遊佐町ふれあい広場 指定管理者 11,800 13,502 1,569 平成 8年度 鉄骨造

6 鳥海温泉保養センター　あぽん西浜 指定管理者 134,933 29,024 1,190 昭和 62年度 木造

7 遊佐町十六羅漢公園 指定管理者 49,176 1,921 343 昭和 44年度 木造

8 大平山荘 指定管理者 4,865 6,767 1,830 昭和 49年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ

9 遊佐町総合交流促進施設 指定管理者 422,622 8,822 886 平成 8年度 木造

合計 687,227 240,551 14,871

吹浦

遊佐

吹浦
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６ 産業系施設 

（１）施設一覧 

 

 

 

 

（２）現状や課題に関する基本認識 

本町は産業施設を 2施設保有しています。 

ゆざ元町地域交流センターは、平成 19(2007)年度の設置で比較的新しい施設ですが、設置から

10 年以上経過し、今後各種修繕事項が発生することが予想されます。また、施設利用者数等が固

定化傾向にあり、新たな活用策等の検討が必要となります。 

漁村センターは、施設の利用者の向上を見込むための施設の利活用が課題です。 

 

（３）管理に関する基本的な考え方 

日常点検や定期点検を適切に行っていきます。修繕等は、施設間の優先順位を考慮しつつ計画的

に行い、施設の長寿命化に努めます。また、民間活力を活かした利活用を行っていきます。 

  

No. 地域 施設名称 運営主体 複合施設
利用人数

（人）

ﾈｯﾄｺｽﾄ

【ﾌﾙｺｽﾄ－収入】

（千円）

延床面積

（㎡）

主要建物

建築年度

主要建物

構造

産業施設

1 遊佐 ゆざ元町地域交流センター 指定管理者 25,324 8,208 779 平成 19年度 鉄骨造

2 吹浦 遊佐町漁村センター 直営 508 8,887 297 昭和 62年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ

合計 25,832 17,095 1,076
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７ 学校 

（１）施設一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）現状や課題に関する基本認識 

令和５(2023)年度に小学校 5 校の統廃合が行われ、本町では小学校を 1 校、中学校を 1 校保有

しています。遊佐小学校と遊佐中学校については、近い将来に更新（建替え）が必要な施設はあり

ませんが、建築後、多年を経過し、施設の老朽化も進んでいることから計画的な修繕を行っていく

必要があります。また、災害時の避難所として旧小学校も計画的な保全を行っていく必要がありま

す。 

 

（３）管理に関する基本的な考え方 

令和２(2020)年３月に策定した「遊佐町学校施設長寿命化計画」及び個別計画に沿って、施設

整備や維持管理を進めていきます。 

日常点検や定期点検を適切に行うとともに、計画的な修繕を実施し、施設の長寿命化に努めます。 

  

No. 地域 施設名称 運営主体 複合施設

児童数/

生徒数

（人）

ﾈｯﾄｺｽﾄ

【ﾌﾙｺｽﾄ－収入】

（千円）

延床面積

（㎡）

主要建物

建築年度

主要建物

構造

小学校

1 遊佐 遊佐町立遊佐小学校 直営 452 252,728 6,837 平成 11年度 木造

2 高瀬 遊佐町立旧高瀬小学校 直営 ― 36,910 3,090 平成 17年度 木造

3 吹浦 遊佐町立旧吹浦小学校 直営 ― 41,400 3,102 平成 18年度 木造

4 稲川 遊佐町立旧藤崎小学校 直営 ― 25,062 2,615 平成 15年度 木造

5 蕨岡 遊佐町立旧蕨岡小学校 直営 ― 14,445 2,314 平成 11年度 木造

中学校

1 遊佐 遊佐町立遊佐中学校 直営 275 250,242 12,910 平成 4年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ

合計 727 620,787 30,868
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８ 幼保・こども園 

（１）施設一覧 

 

 

 

 

 

（２）現状や課題に関する基本認識 

保育所は、いずれも平成以降に建築した施設ですが、木造であり、施設の老朽化が進んでいます。 

また、人口減少に伴い、入所児童数が減少していることから、遊佐町立吹浦保育園については令

和７(2025)年度末で閉園し、放課後児童クラブとして活用を予定しています。今後は保育のニー

ズ等を踏まえながら、施設運営のあり方を検討していく必要があります。 

 

（３）管理に関する基本的な考え方 

園児が日常的に使用する施設であるため、安全安心を重視した環境を維持していきます。 

日常点検や定期点検を適切に行います。修繕は、劣化状況に応じてのみでなく、計画的に行って

いきます。 

施設の更新や統廃合は、少子化の進行状況や、利用者とコストのバランス等を考慮した上で、検

討していきます。 

  

No. 地域 施設名称 運営主体 複合施設
園児数

（人）

ﾈｯﾄｺｽﾄ

【ﾌﾙｺｽﾄ－収入】

（千円）

延床面積

（㎡）

主要建物

建築年度

主要建物

構造

保育所

1 遊佐 遊佐町立遊佐保育園 直営 75 88,130 840 平成 12年度 木造

2 稲川 遊佐町立藤崎保育園 直営 68 89,028 722 平成 15年度 木造

3 吹浦 遊佐町立吹浦保育園 直営 36 52,095 612 平成 7年度 木造

合計 179 229,252 2,174
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９ 幼児・児童施設 

（１）施設一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）現状や課題に関する基本認識 

子どもセンターは、平成 25(2013)年度に建築した新しい施設であり、施設の長寿命化に努める

ため、計画的に維持修繕を行っていく必要があります。 

小学校統合後、旧小学校を学童保育所として利用をしていますが、放課後子ども教室として運営

をしている「たかせっこ」と「吹浦こども教室」は令和 7(2025)年度に運営を終了します。また、

「ふじっこ」は令和８(2026)年度に運営を終了予定としています。 

利用者数の動向や利用者のニーズ等を踏まえながら、今後の施設運営のあり方を検討していく必

要があります。 

（３）管理に関する基本的な考え方 

子どもが日常的に使用する施設であるため、安全安心を重視した環境を維持していきます。 

定期点検など適切な維持管理を行いつつ、計画的な修繕などを行い、施設の長寿命化に努めます。 

 

No. 地域 施設名称 運営主体 複合施設
利用人数

（人）

ﾈｯﾄｺｽﾄ

【ﾌﾙｺｽﾄ－収入】

（千円）

延床面積

（㎡）

主要建物

建築年度

主要建物

構造

子どもセンター

1 遊佐 遊佐町子どもセンター 直営 20,285 36,801 691 平成 25年度 木造

学童保育

1 蕨岡 子どもセンター分館（あそぶ塾） 直営 3,506 15,756 596 平成 11年度 木造

2 遊佐 遊佐学童保育ぽっかぽかクラブ 直営 6,194 14,004 112 平成 25年度 木造

3 稲川 放課後子ども教室（ふじっこ） 直営 31 1,317 162 平成 15年度 木造

4 高瀬 放課後子ども教室（たかせっこ） 直営 26 1,302 65 平成 17年度 木造

5 吹浦 放課後子ども教室（吹浦こども教室） 直営 32 1,331 73 平成 18年度 木造

合計 30,074 70,511 1,699
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１０ 庁舎等 

（１）施設一覧 

 

 

 

 

 

（２）現状や課題に関する基本認識 

役場庁舎は、令和 3(2021)年８月より新庁舎が開庁されています。経済的でスリムな庁舎であ

ることや町民に親しまれることをコンセプトに、防災拠点としての機能やユニバーサルデザインを

導入し新設されました。 

防災センターは、平成 20(2008)年度に建設した建物であり、水道設備や空調機更新の時期を迎

えています。また、避難場所にもなっているため、計画的に維持修繕を行っていく必要があります。 

 

（３）管理に関する基本的な考え方 

災害時の防災拠点であり、その機能を維持しながら長期に渡り使用する施設であるため、計画的

に修繕を行っていきます。 

 

 

No. 地域 施設名称 運営主体 複合施設
利用人数

（人）

ﾈｯﾄｺｽﾄ

【ﾌﾙｺｽﾄ－収入】

（千円）

延床面積

（㎡）

主要建物

建築年度

主要建物

構造

庁舎

1 遊佐 役場庁舎（新） 直営 ― 65,578 3,096 令和 3年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ

2 遊佐 防災センター 直営 ― 17,134 1,248 平成 20年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ

3 遊佐 役場庁舎車庫 直営 ― 807 204 平成 20年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ

合計 ― 83,519 4,548



第４章 施設類型ごとの管理に関する基本的な方針 

37 

 

１１ その他行政系施設 

（１）施設一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

No. 地域 施設名称 運営主体 複合施設
利用人数

（人）

ﾈｯﾄｺｽﾄ

【ﾌﾙｺｽﾄ－収入】

（千円）

延床面積

（㎡）

主要建物

建築年度

主要建物

構造

資機材倉庫

1 蕨岡 遊佐町消防団第二分団(上大内) 直営 ― 275 61 平成 5年度 木造

2 蕨岡 遊佐町消防団第二分団(水上) 直営 ― 275 10 平成 12年度 木造

3 蕨岡 遊佐町消防団第二分団(下大内) 直営 ― 275 10 平成 10年度 木造

4 蕨岡 遊佐町消防団第二分団(下小松) 直営 ― 409 10 平成 21年度 木造

5 蕨岡 遊佐町消防団第二分団(上蕨岡) 直営 ― 275 15 昭和 44年度 木造

6 蕨岡 遊佐町消防団第二分団(鹿野沢) 直営 ― 745 30 平成 26年度 木造

7 蕨岡 蕨岡地区防災倉庫 直営 ― 948 56 平成 28年度 木造

8 蕨岡 遊佐町消防団第二分団(平津) 直営 ― 275 19 昭和 44年度 木造

9 蕨岡 遊佐町消防団第二分団(大蕨岡) 直営 ― 275 15 昭和 44年度 木造

10 蕨岡 遊佐町消防団第二分団(上小松) 直営 ― 419 10 平成 22年度 木造

11 蕨岡 遊佐町消防団第二分団(三川) 直営 ― 275 18 昭和 44年度 木造

12 蕨岡 遊佐町消防団第二分団(石辻) 直営 ― 655 30 平成 24年度 木造

13 蕨岡 遊佐町消防団第二分団(褄坂) 直営 ― 275 10 平成 18年度 木造

14 蕨岡 遊佐町消防団第二分団(杉沢北) 直営 ― 666 10 令和 4年度 木造

15 蕨岡 遊佐町消防団第二分団(開畑) 直営 ― 408 10 平成 21年度 木造

16 蕨岡 遊佐町消防団第二分団(杉沢南) 直営 ― 275 29 平成 7年度 木造

17 遊佐 遊佐町消防団第一分団(十日町) 直営 ― 275 118 平成 8年度 木造

18 遊佐 遊佐町消防団第一分団(駅前) 直営 ― 275 38 平成 20年度 木造

19 遊佐 遊佐町消防団第一分団(中吉出) 直営 ― 475 15 平成 25年度 木造

20 遊佐 遊佐町消防団第一分団(五日町(・七日町)) 直営 ― 275 35 昭和 59年度 木造

21 遊佐 遊佐地区防災倉庫 直営 ― 921 106 平成 28年度 木造

22 遊佐 遊佐町消防団第一分団(漆曽根) 直営 ― 808 10 平成 28年度 木造

23 遊佐 遊佐町消防団第一分団(舞台) 直営 ― 880 10 平成 28年度 木造

24 遊佐 遊佐町消防団第一分団(下野沢) 直営 ― 487 10 平成 27年度 木造

25 遊佐 遊佐町消防団第一分団(野沢) 直営 ― 275 25 昭和 59年度 木造

26 遊佐 遊佐町消防団第一分団(藤井) 直営 ― 275 53 平成 11年度 木造

27 遊佐 遊佐町消防団第一分団(広野) 直営 ― 275 11 昭和 62年度 木造

28 遊佐 遊佐町消防団第一分団(八日町) 直営 ― 275 10 平成 16年度 木造

29 遊佐 遊佐町消防団第一分団(大楯) 直営 ― 808 30 平成 29年度 木造

30 遊佐 遊佐町消防団第一分団(袋地) 直営 ― 275 16 昭和 44年度 木造

31 遊佐 遊佐町消防団第一分団(蚕桑) 直営 ― 275 10 昭和 44年度 木造

32 遊佐 遊佐町消防団第一分団(岩野) 直営 ― 275 10 平成 16年度 木造

33 遊佐 遊佐町消防団第一分団(上吉出) 直営 ― 801 36 平成 28年度 木造

34 稲川 遊佐町消防団第五分団(大井(・服部)) 直営 ― 275 57 平成 3年度 木造

35 稲川 稲川区防災倉庫・遊佐町消防団第五分団(増穂(・楸島・江地)) 直営 ― 1,527 87 平成 27年度 木造

36 稲川 遊佐町消防団第五分団(楸島(・増穂・江地)) 直営 ― 275 13 昭和 44年度 木造

37 稲川 遊佐町消防団第五分団(江地(・増穂・楸島)) 直営 ― 275 15 昭和 44年度 木造

38 稲川 遊佐町消防団第五分団(宮田) 直営 ― 275 19 平成 9年度 木造

39 稲川 遊佐町消防団第六分団(十里塚) 直営 ― 275 24 平成 12年度 木造

40 稲川 遊佐町消防団第五分団(田中) 直営 ― 275 13 昭和 44年度 木造

41 稲川 遊佐町消防団第五分団(服部(・大井)) 直営 ― 275 10 平成 11年度 木造

42 西遊佐 遊佐町消防団第六分団(下藤崎) 直営 ― 275 39 平成 13年度 木造

43 西遊佐 遊佐町消防団第六分団(出戸) 直営 ― 275 15 昭和 44年度 木造

44 西遊佐 遊佐町消防団第六分団(田地下) 直営 ― 1,233 34 令和 3年度 木造

45 西遊佐 遊佐町消防団第六分団(白木) 直営 ― 275 16 昭和 44年度 木造
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※建築年度が不明な施設の主要建物建築年度は、決算統計の作成を開始した昭和 44 年度と表記しています。 

（２）現状や課題に関する基本認識 

その他行政系施設としては、消防ポンプ庫や資機材倉庫等を分類しております。全体的に老朽化

が進行しており老朽化対策や不要施設の解体などが課題となります。 

 

（３）管理に関する基本的な考え方 

消防団による点検を随時行っています。修繕や更新は、各施設の老朽化度合や集落からの要望に

より、順次行っています。なお、人口減少や高齢化等の要因により消防団員の確保が困難な状況に

あるため、施設の統廃合等は、消防団の体制に合わせて検討していきます。 

 

No. 地域 施設名称 運営主体 複合施設
利用人数

（人）

ﾈｯﾄｺｽﾄ

【ﾌﾙｺｽﾄ－収入】

（千円）

延床面積

（㎡）

主要建物

建築年度

主要建物

構造

46 西遊佐 遊佐町消防団第六分団(服部興野) 直営 ― 275 24 昭和 44年度 木造

47 西遊佐 西遊佐地区防災倉庫・遊佐町消防団第六分団(上藤崎) 直営 ― 678 29 平成 28年度 木造

48 西遊佐 遊佐町消防団第六分団(青塚) 直営 ― 275 11 昭和 44年度 木造

49 西遊佐 遊佐町消防団第六分団(西谷地) 直営 ― 275 14 昭和 44年度 木造

50 西遊佐 遊佐町消防団第六分団(大谷地) 直営 ― 433 10 平成 23年度 木造

51 高瀬 遊佐町消防団第三分団(山崎) 直営 ― 1,126 55 平成 30年度 木造

52 高瀬 遊佐町消防団第三分団(谷地) 直営 ― 777 30 平成 25年度 木造

53 高瀬 遊佐町消防団第三分団(菅野) 直営 ― 275 53 平成 9年度 木造

54 高瀬 遊佐町消防団第三分団(畑・上戸) 直営 ― 408 10 平成 21年度 木造

55 高瀬 遊佐町消防団第三分団(中山(・樽川)) 直営 ― 275 10 平成 12年度 木造

56 高瀬 遊佐町消防団第三分団(升川) 直営 ― 275 27 平成 12年度 木造

57 高瀬 高瀬地区防災倉庫 直営 ― 890 50 平成 28年度 木造

58 高瀬 遊佐町消防団第三分団(富岡) 直営 ― 275 18 昭和 44年度 木造

59 高瀬 遊佐町消防団第三分団(丸子) 直営 ― 607 10 令和 4年度 木造

60 高瀬 遊佐町消防団第三分団(南山) 直営 ― 748 30 平成 25年度 木造

61 高瀬 遊佐町消防団第三分団(北目) 直営 ― 519 17 令和 元年度 木造

62 高瀬 遊佐町消防団第三分団(下当) 直営 ― 796 30 平成 27年度 木造

63 吹浦 遊佐町消防団第四分団(宿町一) 直営 ― 275 53 平成 9年度 木造

64 吹浦 遊佐町消防団第四分団(宿町) 直営 ― 275 86 昭和 44年度 木造

65 吹浦 遊佐町消防団第四分団(女鹿) 直営 ― 275 29 平成 12年度 木造

66 吹浦 遊佐町消防団第四分団(鳥崎・湯ノ田・滝ノ浦) 直営 ― 275 10 平成 12年度 木造

67 吹浦 遊佐町消防団第四分団(小野曽) 直営 ― 760 30 平成 26年度 木造

68 吹浦 吹浦地区防災倉庫 直営 ― 1,028 59 平成 26年度 木造

69 吹浦 遊佐町消防団第四分団(横町) 直営 ― 844 12 平成 29年度 木造

70 吹浦 遊佐町消防団第四分団(箕輪・落伏) 直営 ― 476 10 平成 25年度 木造

71 吹浦 遊佐町消防団第四分団(箕輪・落伏) 直営 ― 419 10 平成 22年度 木造

72 吹浦 遊佐町消防団第四分団(宿三・四・五) 直営 ― 275 13 昭和 44年度 木造

73 吹浦 遊佐町消防団第四分団(西浜) 直営 ― 652 30 平成 23年度 木造

74 吹浦 遊佐町水難救護所資機材庫(新吹浦漁港) 直営 ― 598 57 平成 23年度 木造

合計 ― 35,222 2,050
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１２ 公営住宅 

（１）施設一覧 

 

 

 

 

 

（２）現状や課題に関する基本認識 

本町の公営住宅は 3施設あります。老朽化が進んでおり、老朽化対策が課題となります。 

なお、「遊佐町町営住宅長寿命化計画」を策定済みです。 

 

（３）管理に関する基本的な考え方 

定期点検を行うなど、適切な維持管理に努めます。 

長寿命化とトータルコストの低減のため、「遊佐町町営住宅長寿命化計画」に基づき、計画的な修

繕等を行っていきますが、町営住宅菅里第 1団地は、施設の老朽化が著しいため、現在の入居者が

退去した後に用途廃止（解体）を行う予定です。 

 

No. 地域 施設名称 運営主体 複合施設
入居戸数

（戸）

ﾈｯﾄｺｽﾄ

【ﾌﾙｺｽﾄ－収入】

（千円）

延床面積

（㎡）

主要建物

建築年度

主要建物

構造

公営住宅

1 町営住宅遊佐団地 直営 16 27,494 1,128 昭和 52年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ

2 町営住宅遊佐第2団地 直営 6 11,694 426 平成 15年度 木造

3 吹浦 町営住宅菅里第1団地 直営 3 929 163 昭和 42年度 木造

合計 25 40,116 1,717

遊佐
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１３ 公園 

（１）施設一覧 

 

 

 

 

 

 

※建築年度が不明な施設の主要建物建築年度は、決算統計の作成を開始した昭和 44 年度と表記しています。 

（２）現状や課題に関する基本認識 

公園は、施設として公園内に設置されている東屋やトイレ等が対象となります。木造の建物のた

め、全体的に老朽化が進行しており、老朽化対策が課題となります。 

 

（３）管理に関する基本的な考え方 

定期点検など適切な維持管理に努めます。また、修繕や更新は、施設間の優先順位を考慮しつつ、

計画的に行っていきます。 

 

No. 地域 施設名称 運営主体 複合施設
利用人数

（人）

ﾈｯﾄｺｽﾄ

【ﾌﾙｺｽﾄ－収入】

（千円）

延床面積

（㎡）

主要建物

建築年度

主要建物

構造

公園

1 遊佐中央公園 直営 ― 3,227 57 平成 21年度 木造

2 月光川河川公園 直営 ― 3,176 34 昭和 44年度 木造

3 西遊佐 白木児童公園 直営 ― 1,192 11 平成 7年度 木造

4 遊ぽっと 直営 9,300 4,573 329 平成 9年度 木造

5 吹浦児童公園 直営 ― 1,456 25 平成 22年度 木造

6 三崎公園 直営 ― 959 21 平成 5年度 木造

合計 9,300 14,583 477

遊佐

吹浦
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１４ 供給処理施設 

（１）施設一覧 

 

 

 

 

（２）現状や課題に関する基本認識 

江地排水機場は、平成 4(1992)年度に建築した比較的新しい施設ですが、排水機のポンプ及び

電気計装設備の経年劣化が課題となります。 

 

（３）管理に関する基本的な考え方 

定期点検や日常点検を適切に行っていきます。 

修繕は、長寿命化の観点から、点検結果等を踏まえて計画的に行います。 

No. 地域 施設名称 運営主体 複合施設
利用人数

（人）

ﾈｯﾄｺｽﾄ

【ﾌﾙｺｽﾄ－収入】

（千円）

延床面積

（㎡）

主要建物

建築年度

主要建物

構造

供給処理施設

1 稲川 江地排水機場 直営 ― 6,825 179 平成 4年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ

合計 ― 6,825 179
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No. 地域 施設名称 運営主体 複合施設
利用人数

（人）

ﾈｯﾄｺｽﾄ

【ﾌﾙｺｽﾄ－収入】

（千円）

延床面積

（㎡）

主要建物

建築年度

主要建物

構造

斎場

1 遊佐 遊佐町斎場 直営 317 10,890 371 平成 2年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ

公衆便所

1 二の滝公衆トイレ 直営 ― 234 95 平成 14年度 木造

2 河原宿公衆トイレ 直営 ― 89 18 平成 15年度 木造

3 御浜公衆トイレ 直営 ― 4,918 28 平成 29年度 木造

4 鳥海山頂公衆トイレ 直営 ― 4,656 41 平成 20年度 木造

普通財産

1 遊佐 農業振興施設 貸付 ― 0 428 昭和 44年度 鉄骨造

2 稲川 旧藤崎小加工場 貸付 ― 0 271 平成 15年度 木造

3 西遊佐 西遊佐まちづくりセンター（旧） 直営 ― 1,210 485 昭和 44年度 鉄骨造

4 高瀬 旧菅里保育園 直営 ― 1,190 401 昭和 57年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ

5 吹浦 日輪講堂 直営 ― 0 165 昭和 56年度 木造

その他

1 遊佐 除雪機械格納庫 直営 ― 7,768 978 令和 元年度 鉄骨造

2 吹浦 吹浦駅自転車置場 直営 ― 7 77 昭和 44年度 軽量鉄骨造

合計 317 30,963 3,358

吹浦

１５ その他施設 

（１）施設一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※建築年度が不明な施設の主要建物建築年度は、決算統計の作成を開始した昭和 44 年度と表記しています。 

（２）現状や課題に関する基本認識 

斎場は、建築後 30 年経過しており、計画的な修繕を行っていく必要があります。公衆便所は、

二の滝公衆トイレを除き、鳥海山にあることから、維持管理にかかる財政負担が大きくなっていま

す。 

また、山岳地帯という環境から劣化が早く、修繕等が課題となっています。除雪機械格納庫は令

和元(2019)年に建築された新しい施設です。 

普通財産は、本来の用途から外れた施設であり、更新を前提とする施設ではありません。未利用

施設は、売却や貸付など施設の有効活用が必要ですが、一方で施設の老朽化が進んでいるため、安

全性の観点から、除却（取り壊し）も課題となります。 

令和 6(2024)年度に廃校となった旧藤崎小学校の校舎を活用し、加工場として整備を行いまし

た。整備した加工場は、餅加工を行う民間事業者に賃貸し、日常の点検も含めて管理を行っていま

す。 

 

（３）管理に関する基本的な考え方 

斎場は定期点検などの適切な維持管理を行います。また、計画的な修繕を行い、施設の長寿命化

に努めます。 

公衆便所は、周辺環境の保護や登山者の利便等に配慮し、定期的なメンテナンスを行うなど、適

切な維持管理を行います。除雪機械格納庫は新しい施設のため、喫緊に修繕を要する箇所は見受け

られませんが、予防の観点から定期的に施設点検を実施していきます。 
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普通財産は、施設の有効利用に努めますが、老朽化の著しい施設に関しては、安全性の観点から、

取り壊しを検討していきます。 

旧藤崎小加工場については、日常点検や定期点検を適切に行っていきます。修繕等は、点検結果

等を踏まえて行いますが、長寿命化の観点から、計画的な修繕に努めます。また、賃貸人との連携

体制を強化するとともに、今後も民間活力を活かした維持管理を行っていきます。 

  



第４章 施設類型ごとの管理に関する基本的な方針 

44 

 

１６ 公営企業の公共施設 

（１）現状や課題に関する基本認識 

本町は、水道事業における浄水場など、各公営企業の運営にあたって必要な施設を保有していま

す。 

 

（２）管理に関する基本的な考え方 

公営企業が保有する施設は町民生活に不可欠な施設であり、適切な維持管理を行います。施設の

更新や統廃合等については、各公営企業が保有するインフラ（上水道、下水道）の供給量と併せて

検討していきます。 

 

【インフラ】 

１７ 道路 

（１）現状や課題に関する基本認識 

道路の延長は約 250kｍ、また林道の延長は約 57kｍ、農道の延長は約 154km です。経年劣

化等で老朽化が進んでおり、今後の維持更新に伴う本町の負担はさらに大きくなることが見込まれ

ます。 

（２）管理に関する基本的な考え方 

道路は重要な生活インフラであり、道路の老朽化が交通の安全性に関わる原因となる可能性があ

り、交通量や設置状況等を踏まえて、適切な維持更新を行っていきます。日々の維持管理について

は、パトロール等を基本とし、予防保全型の点検・診断等を行い、安全確保とトータルコストの縮

減に配慮した適切な維持管理を行っていきます。 

 

１８ 橋梁 

（１）現状や課題に関する基本認識 

本町が保有し、管理する橋梁は 115 橋あります。「橋梁長寿命化修繕計画」および「橋梁個別施

設計画」に基づき、計画的な点検・診断、修繕等を行っています。橋梁の老朽化が進んでおり、今

後の維持更新等に伴う負担は大きくなることが見込まれます。 

 

（２）管理に関する基本的な考え方 

橋梁は町民生活に直結する重要なインフラであり、その状態を健全に保つ必要があります。その

ため、「橋梁個別施設計画」に基づき、定期的な点検・診断を実施するとともに、計画的な修繕・更

新等を実施し、長寿命化とトータルコストの削減に努めます。 
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１９ 上水道 

（１）現状や課題に関する基本認識 

本町が保有する上水道の管路は総延長約 215kｍです。整備した管路の老朽化が進行しており、

今後の維持更新に伴う負担はさらに大きくなることが見込まれます。 

 

（２）管理に関する基本的な考え方 

上水道は町民生活に直結する重要なインフラであり、配水管の状態を健全に保ち、安定して安心

な水道水を供給する必要があります。そのため、定期的な点検・診断を実施するとともに、計画的

な修繕を実施し、長寿命化とトータルコストの削減に努めます。 

また、上水道の更新にあたっては、水需要の予測から適正な規模・時期での更新とし、併せて施

設の耐震化を図り、コストの縮減に努めます。 

 

２０ 下水道 

（１）現状や課題に関する基本認識 

公共下水道の管路は総延長約 138kｍ、地域集落排水の管路は総延長約 22kｍです。整備した管

路の老朽化が進行しており、今後の整備・更新に伴う負担はさらに大きくなることが見込まれます。 

 

（２）管理に関する基本的な考え方 

下水道は町民生活に直結する重要なインフラであり、下水道の状態を健全に保つために、定期的

な点検・診断を実施します。また、適正な維持管理・修繕・更新等を計画的に実施し、トータルコ

ストの最小化と長寿命化に努めます。なお、下水道の更新にあたっては、整備の必要性を精査し、

可能な限りの長寿命化と負担の平準化に取り組みます。 
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第５章 本計画の推進方針 

 

１ 全庁的な取組体制の構築及び情報管理・共有方策 

 

公共施設に関する情報は、公共施設マネジメントシステムを導入し、固定資産台帳などと合わ

せて財産管理を所管する部署で一元的に管理する体制とします。点検・診断等の実施結果や公共施

設の利用状況などは、各施設所管課から情報の収集を行い、公共施設の現状をいつでも把握できる

状態とします。 

公共施設等に関する基本計画として位置づけられる公共施設等総合管理計画に沿って、より具

体的な個別施設計画を策定するにあたっては、全庁的な体制での検討を行っていきます。未整備

の施設については、個別施設計画策定を進めていきます。 

 

２ PDCA サイクルの推進方針 

 

本計画の期間である 10年ごとに計画の改定を行っていくことにより、計画の進捗状況や社会

環境の変化などに対応した見直しを行っていきます。なお、計画期間内であっても、必要に応じ

て計画の改定を検討します。 

また、基本計画として位置づけられる本計画に沿って、必要な個別施設計画を策定していき、

具体的な取組を進めていきます。 

 

３ 議会や町民との情報共有について 

 

本計画については、町ホームページなどで周知していきます。 

本計画を踏まえた個別施設計画などの策定にあたっては、議会や町民の意見を踏まえながら策

定を進めます。 

本計画に基づく施設の整備にあたっては、できるだけ地域や町民のニーズを汲み取りながら進

めていきます。 
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